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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

1. 業務の適正を確保するための体制

当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針として以下の11項目を決議しておりま

す。

(1) 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

① 法令遵守の統括部門として管理グループは、コンプライアンス体制に関する規程を整備

し、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を構築する。

② 取締役が法令、定款及び当社の経営理念を遵守した行動をとるための体制を強化する。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

法令及び社内規程（取締役会規程、稟議規程、文書取扱執務基準など）に基づき、保存及

び管理する。

(3) 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 管理グループ担当役員をリスク管理責任者として、リスクに対する対応策の策定及び実

施を各部門に徹底する。

② 各部門単位で個別業務に係るリスク管理の方針及び規程を整備し、リスク管理者の監督

のもと定期的に見直し、監査役及び取締役によるチェックを受ける。

(4) 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役の職務の執行の効率性を確保する体制として、取締役会を定期的に開催する。

② 「職務権限規程」「分掌規程」に基づいた業務の執行を行う。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

グループ企業の業務の適正を確保するため、管理グループにおいて、「子会社、関連会社

管理規程」に基づき、子会社の状況に応じた必要な管理を行う。

(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項及び取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助する組織を管理グループとする。
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(7) 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告するため

の体制その他監査役への報告に関する体制

① 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人は、法定事項のほか、経営状

況の大きな変動やコンプライアンス上の重要な事項等、当社グループに重大な影響を及ぼ

す事項を速やかに当社監査役又は監査役会に報告することとする。

当社及び当社子会社は、これらの報告をした者に対してこれを理由とする不利な取扱い

を行うことを禁止する。

② 監査役は、必要に応じて内部監査部門等に対し、内部監査結果の報告を求め、また特定

事項の調査を求めることができる。

③ 常勤監査役は、監査役会を毎月１回定期的に開催する。

(8) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 社外監査役の独立性要件を確保し、対外透明性を高める監査体制。

② 会計監査人と必要に応じ積極的な連携、意見交換を行う。

③ 子会社監査役と連絡を密にし、グループ内監査の効率化に努める。

④ 当社は、監査役から会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求を受けたときは、担

当部署において審議の上、速やかにこれに応じる。

(9) 人材育成について

財務報告に必要とされる知識を習得するため、とくに経理部門、内部統制部門に対して人

材育成のための外部研修、セミナーを奨励する。また、研修後に社内研修を行い、関係者に

周知徹底する。

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提

出に向け内部統制システム構築を行うとともに、その仕組みが適正に機能することを継続的

に評価し、必要な是正を行う。

(11) 反社会的勢力に向けた体制

反社会的勢力排除に向けた体制を構築し、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的

勢力とは、一切関わりをもたず、また不当な要求に対しては、断固としてこれを拒否する。
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2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、取締役会において決議された「内部統制システムに関する基本方針」に基づき、内

部統制システムを整備し運用しております。

第74期事業年度においては、事業計画の月次進捗状況を確認するとともに、グループ全体の

業務の適切な履行及び合理的・効率的遂行を確認しております。内部統制委員会は、事業計画

の遂行・進捗状況を定量的・定性的に把握するとともに、内部統制システムの目的である「業

務有効性・効率性」「資産の保全」「財務報告の信頼性」「法令等の遵守」を確保する視点から、

所定の確認手続きを行っております。

第74期事業年度末の時点では、「内部統制システムの整備・運用状況」を評価し基本方針に

基づき内部統制システムが適正に整備され運用されていることを確認しております。
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株主資本等変動計算書

(自 2024年10月１日
至 2025年９月30日)

(単位：千円)

項 目

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

2024 年 10 月 １ 日 残 高 820,400 881,100 881,100

事業年度中の変動額

別 途 積 立 金 の 積 立

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

固定資産圧縮積立金の取崩

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － －

2025 年 ９ 月 30 日 残 高 820,400 881,100 881,100
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(単位：千円)

項 目

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計利 益

準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

固定資産
圧縮積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2024 年 10 月 １ 日 残 高 105,000 36,569 4,230,000 340,393 4,711,962 △169,040 6,244,422

事業年度中の変動額

別 途 積 立 金 の 積 立 140,000 △140,000 － －

剰 余 金 の 配 当 △94,603 △94,603 △94,603

当 期 純 利 益 411,414 411,414 411,414

自 己 株 式 の 取 得 △125 △125

固定資産圧縮積立金の取崩 △473 473 － －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－

事業年度中の変動額合計 － △473 140,000 177,283 316,810 △125 316,684

2025 年 ９ 月 30 日 残 高 105,000 36,095 4,370,000 517,676 5,028,772 △169,165 6,561,106
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(単位：千円)

項 目
評 価 ･ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2024 年 10 月 １ 日 残 高 785,397 785,397 7,029,819

事業年度中の変動額

別 途 積 立 金 の 積 立 －

剰 余 金 の 配 当 △94,603

当 期 純 利 益 411,414

自 己 株 式 の 取 得 △125

固定資産圧縮積立金の取崩 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

110,462 110,462 110,462

事業年度中の変動額合計 110,462 110,462 427,146

2025 年 ９ 月 30 日 残 高 895,859 895,859 7,456,966

(注) 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び

関連会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま

す。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

①商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価の切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

(リース資産を除く)

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備、構築

物については定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２年～40年

(2)無形固定資産

(リース資産を除く)

ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可

能期間（５年以内）に基づく定額法

(3)リース資産

所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係

るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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3. 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

のうち当事業年度負担額を計上しております。

(3)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっ

ております。

また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費

用処理しております。

(4)役員退職慰労引当金 役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準

（商品販売）

当社は、一般試薬、消耗品、臨床検査試薬、工業薬品、食品添加物、農薬等多品種の商品

を取り扱っており、顧客からの注文に基づいて、商品を引き渡す義務を負っております。こ

れらは、商品を顧客に引き渡した時点において支配が移転し、履行義務が充足されると判断

しております。なお、出荷時から商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間

であるため、出荷時に収益を認識しております。

（機器販売）

当社は、商品の販売に関連する機器の販売を行っており、顧客との契約に基づいて、機器

を引き渡す義務を負っております。機器の据え付け、調整及び稼働状況を確かめ、顧客が検

収した時点において支配が移転し、履行義務が充足されると判断して収益を認識しておりま

す。

（保守契約）

当社は、機器の販売に伴い発生する保守やメンテナンスについては、顧客との保守契約に

基づいて、保守サービスを行う義務を負っております。これらは、サービス提供期間にわた

り履行義務が充足されると判断しております。
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（修理）

当社は、機器販売後の故障等については、顧客からの依頼に基づいて、修理といったアフ

ターサービスを行う義務を負っております。これらは、役務提供した時点において支配が移

転し、履行義務が充足されると判断しております。

保守契約及び修理といった顧客への役務提供において、仲介人としての機能を果たす場合

があります。そのため、当社及び連結子会社の役割が代理人に該当する取引については、顧

客から受け取る対価の総額から第三者に対する支払う額を差し引いた純額で収益を認識して

おります。

取引の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含ん

でおりません。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)退職給付に係る会計

処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異な

っております。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

(収益認識に関する注記)
連結注記表「収益認識に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。
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(会計上の見積りに関する注記)

（固定資産の減損）

1. 当事業年度の計算書類に計上した金額
(単位：千円)

前事業年度 当事業年度

有形固定資産 1,933,817 1,895,692

無形固定資産 316,115 237,086

減損損失 38,143 ―

2. 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表「（会計上の見積りに関する注記）（固定資産の減損）」の内容と同一でありま

す。

(貸借対照表に関する注記)
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産
建 物 19,015千円
土 地 53,534千円

計 72,549千円
担保に係る債務
買 掛 金 164,887千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,394,307千円
3. 保証債務

関係会社の銀行借入金に対する保証
株式会社日栄東海 250,000千円

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 30,351千円
短期金銭債務 29,643千円

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売 上 高 160,592千円
仕 入 高 209,527千円
営 業 費 用 6,571千円

営業取引以外の取引高 95千円

2025年11月18日 13時30分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



― 11 ―

(株主資本等変動計算書に関する注記)
自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普通株式 59,011 31 ― 59,042

(注)当事業年度増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 10,127千円

賞与引当金 9,912千円

貸倒引当金 7,706千円

退職給付引当金 15,063千円

役員退職慰労引当金 35,348千円

減損損失 74,352千円

投資有価証券評価損 17,181千円

会員権評価損 3,690千円

未払費用 3,119千円

未払賞与 19,870千円

その他 24,797千円

繰延税金資産小計 221,170千円

評価性引当額 △131,832千円

繰延税金資産合計 89,337千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 399,452千円

固定資産圧縮積立金 16,521千円

繰延税金負債合計 415,974千円

繰延税金負債の純額 326,636千円
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(リースにより使用する固定資産に関する注記)

1. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、ソフトウエア等の一部については、所
有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

2. 転リース取引

転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の金額で貸借対照表に計上している金額
（1）リース投資資産

流動資産 81,204千円
固定資産 232,386千円

（2）リース債務
流動負債 81,204千円
固定負債 232,386千円

(関連当事者との取引に関する注記)

種 類 会社等の名称 所 在 地
資 本 金
( 千 円 )

事業の内容
議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社
株式会社
日栄東海

東京都
練馬区

95,000
臨床検査
試薬販売

所有
直接
82.63

債務
保証

債務保証
(注)

250,000 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)銀行借入に対して債務保証を行ったものであり、保証料は受領しておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 8,276円71銭

2. １株当たり当期純利益 456円63銭
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連結株主資本等変動計算書

(自 2024年10月１日
至 2025年９月30日)

(単位：千円)

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2024 年 10 月 １ 日 残 高 820,400 881,100 5,089,637 △169,040 6,622,097

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △94,603 △94,603

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

428,799 428,799

自 己 株 式 の 取 得 △125 △125

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 334,195 △125 334,069

2025 年 ９ 月 30 日 残 高 820,400 881,100 5,423,833 △169,165 6,956,167

項 目
その他の包括利益累計額 非支配

株主持分
純資産合計

その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

2024 年 10 月 １ 日 残 高 786,144 10,387 796,531 88,942 7,507,572

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △94,603

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

428,799

自 己 株 式 の 取 得 △125

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

111,515 62,944 174,460 3,548 178,009

連結会計年度中の変動額合計 111,515 62,944 174,460 3,548 512,079

2025 年 ９ 月 30 日 残 高 897,660 73,332 970,992 92,491 8,019,651

(注) 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 あすなろ理研株式会社、株式会社日栄東海

2. 連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度の末日と一致しております。

3. 会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式
等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は、移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式
等

移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条
第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契
約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を
基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま
す。

②棚卸資産
商品 主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
(2) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

(リース資産を除く)
定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備、構築
物については定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２年～40年

②無形固定資産
(リース資産を除く)

ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可
能期間(５年以内)に基づく定額法

③リース資産
所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引
に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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(3) 引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

③役員退職慰労引当金 役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期
末要支給額を計上しております。
なお、一部の連結子会社においては、役員退職慰労金の内規を
定めていないため計上しておりません。

(4) 収益及び費用の計上基準
（商品販売）

当社及び連結子会社は、一般試薬、消耗品、臨床検査試薬、工業薬品、食品添加物、
農薬等多品種の商品を取り扱っており、顧客からの注文に基づいて、商品を引き渡す義
務を負っております。これらは、商品を顧客に引き渡した時点において支配が移転し、
履行義務が充足されると判断しております。なお、出荷時から商品の支配が顧客に移転
される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。

（機器販売）
当社及び連結子会社は、商品の販売に関連する機器の販売を行っており、顧客との契

約に基づいて、機器を引き渡す義務を負っております。機器の据え付け、調整及び稼働
状況を確かめ、顧客が検収した時点において支配が移転し、履行義務が充足されると判
断して収益を認識しております。

（保守契約）
当社及び連結子会社は、機器の販売に伴い発生する保守やメンテナンスについては、

顧客との保守契約に基づいて、保守サービスを行う義務を負っております。これらは、
サービス提供期間にわたり履行義務が充足されると判断しております。

（修理）
当社及び連結子会社は、機器販売後の故障等については、顧客からの依頼に基づい

て、修理といったアフターサービスを行う義務を負っております。これらは、役務提供
した時点において支配が移転し、履行義務が充足されると判断しております。
保守契約及び修理といった顧客への役務提供において、仲介人としての機能を果たす

場合があります。そのため、当社及び連結子会社の役割が代理人に該当する取引につい
ては、顧客から受け取る対価の総額から第三者に対する支払う額を差し引いた純額で収
益を認識しております。
取引の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は

含んでおりません。
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(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法
イ.退職給付見込額の期

間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準に
よっております。

ロ.数理計算上の差異の
費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数(5年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す
ることとしております。

ハ.未認識数理計算上の
差異の会計処理方法

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資
産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整
累計額に計上しております。

ニ.小規模企業等におけ
る簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の
計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しております。

②のれんの償却方法及
び償却期間

のれんの償却については、投資効果が及ぶ期間（20年以内）で
均等償却しております。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま

す。 法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、

2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適

用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
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(収益認識に関する注記)

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
(単位：千円)

報告セグメント

合計
インダストリー メディカル

アカデミア・

ライフサイエンス

民間一般企業 16,098,929 1,958,037 ― 18,056,967

官公庁 1,329,169 1,102,329 ― 2,431,499

農協、市場 327,772 ― ― 327,772

医療機関 ― 10,990,013 ― 10,990,013

大学 ― ― 1,582,497 1,582,497

研究機関 ― 15,738 462,684 478,423

その他 103,352 71,324 393,982 568,660

顧客との契約から生じる収益 17,859,225 14,137,443 2,439,164 34,435,833

その他の収益（注） ― 6,792 ― 6,792

外部顧客への売上高 17,859,225 14,144,235 2,439,164 34,442,625

（注）「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 平成19年3月30日）の範囲に含まれる
転リース取引による収益です。

2. 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「(連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記等) 3. 会計方針に関する事項（4）収益及び費用の計上基準」に記載
のとおりです。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度の収益の金額を理解するための情報
①契約負債の残高
当社及び連結子会社の契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生

していないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は部分的に充
足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。
②残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想さ

れる契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略
しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重
要な金額はありません。
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(会計上の見積りに関する注記)

（固定資産の減損）

（1）当事業年度の連結計算書類に計上した金額
(単位：千円)

前連結会計年度 当連結会計年度

有形固定資産 2,504,997 2,445,098

無形固定資産 341,070 254,528

減損損失 38,143 ―

（2）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算定方法
収益性低下により割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回ることとなっ

た資産グループについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし
て計上しておりますが、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額に
より測定しております。正味売却価額は不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して
算定し、使用価値は割引後将来キャッシュ・フロー見積額により算定しております。
②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算定に用いた主要な仮定
減損損失認識の判定及び使用価値の算定において用いられる将来キャッシュ・フロー

は、当社グループにおける取締役会の承認を得た事業計画に基づき見積っております。当
該見積りには、原材料、エネルギー等の価格高騰などのリスク要因や日本経済、地元経済
の動向を考慮しております。
③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
上述の見積り及び仮定について、将来の不確実な経済条件の変動により見直しが必要と

なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において追加の減損損失が発生する可能
性があります。
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(連結貸借対照表に関する注記)
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産
現 金 及 び 預 金 8,202千円
建 物 及 び 構 築 物 19,015千円
土 地 258,846千円
投 資 有 価 証 券 1,295千円

計 287,359千円
担保に係る債務

支払手形及び買掛金 742,414千円
2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,706,420千円

(連結損益計算書に関する注記)

固定資産売却益は、東京都に所有していた宿泊施設を売却したことによるものであります。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
の 株 式 数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
の 株 式 数(株)

普通株式 960,000 － － 960,000

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2024年12月19日
定時株主総会

普通株式 94,603 105.00 2024年９月30日 2024年12月20日

3. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議予定 株式の種類 配当の原資
配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2025年12月18日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 112,619 125.00
2025年
9月30日

2025年
12月19日
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(金融商品に関する注記)
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借
入により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリ

スク低減を図っております。また、投資有価証券は、主として株式であり、上場株式につい
ては四半期ごとに時価の把握を行っております。
差入保証金は、取引先の信用リスクに晒されております。
支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日でありま

す。
借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2025年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、電子記録
債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳
簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計 上 額(※)

時価（※） 差額

(1) 投資有価証券

その他有価証券 1,982,810 1,982,810 ―

(2) 長期借入金 (38,730) (38,565) △164

(※) 負債に計上されているものについては、( ) で示しております。

注１ 市場価格のない株式等は、「（１）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商
品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 9,252

注２ 連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合への出資については含めておりませ
ん。当該出資の連結貸借対照表計上額は11,487千円であります。
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3.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に
は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定に
おける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 1,982,810 ― ― 1,982,810

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 38,565 ― 38,565

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類してお
ります。
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(賃貸等不動産に関する注記)
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 8,798円59銭
2. １株当たり当期純利益 475円93銭
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